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      平成 27 年６月市議会定例会  一般質問 

        質問する議員名及び質問内容 

 

       ◎  個  人  質  問 

 

１  議  員   伊  東  く  に 

 ⑴  子育て支援について 

  ①  学校給食のあり方 

   ・  近年、日本の子供の貧困率が高いということが社会問

題化しており、全国的にも給食費の公会計化と合わせて

給食の無料化に踏み切る自治体がふえている。一人一人

の子供にまっすぐ届く現物給付こそが一番の子 育て支援

と考える。学校給食無料化に取り組むべきと考えるが こ

れまでの検討状況と今後の方向性を示せ 

  ②  学校におけるソーシャルワークのあり方 

   ・  川崎市の中学生殺害事件で、スクールソーシャルワー

カーにどの時点でつなげるべきかについて認識がな かっ

たことが課題となっていた。本市においては、 スクール

ソーシャルワーカーについて学校・教師・保護者・児童

生徒にどのように周知され、活用されているのか現状と

実績を示せ 

   ・  現在の県教育委員会のスクールソーシャルワーカーの

活動は会津地方広域で活動されており、仕事量、抱える

未解決の案件の数も多いと認識している。会津若松市独

自でのスクールソーシャルワーカーの配置をすべきと考

えるが今後の方向性を示せ 

  ③  子供の遊び場と居場所づくり 

   ・  市民から会津若松市内の都市公園の多くに「ボール遊

び禁止」の立札があり、「遊ぶ子供の姿を見かけない」

と心配する声が寄せられている。 スポーツ少年団やクラ

ブ活動等以外の自立した日常的な遊びの欠如は子供の発

達に影響はないのか見解を示せ 

   ・  学童保育が小学６年生まで拡大され小学生は放課後の

居場所が充実した。しかし、中学生・高校生等の 18歳ま

での施策が極めて少ない。児童館にはこどもクラブと違

う役目がある。今後の児童館の配置方針と果た すべき役

割を示せ 

   ・  図書館・公民館等での地域住民の交流の場が設置され
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好評であるが、中高生が集い、交流し、学習する場が必

要と考えるがどうか認識を示せ 

 ⑵  生活困窮者支援について 

①  生活サポートの相談窓口のあり方 

   ・  社会福祉等のさまざまな制度を使い解決までの支援を

するという事業の趣旨を周知し、総合相談窓口として「 

市民の暮らしの困りごとは何でも伺う」という窓口にす

べきと考える。モデル事業から新制度 スタート以降の相

談の内容と課題はどのような傾向にあるのか示せ。あ わ

せて今後の課題を示せ 

   ・  市民に対して「あの窓口に行ってみなさい」「それは

あっちの課の仕事です」と市民を移動させようとすると

その相談は途切れてしまう可能性があり、時間的にも負

担が大きい。各関係部署が移動し相談に応じ、ワンスト

ップで解決まで担当すべきと考えるが認識を示せ 

②  生活困窮者自立支援事業のあり方 

   ・  この事業は「さまざまな困難があり、経済的に困って

いる方に生活・就労の支援をする」というものであるが、

来所時既に住居も追われ金銭もゼロという方が来られる

場合もある。一時的な宿泊所の提供及び一時金の貸付も

しくは飲食の提供が必要と考えるが、どのように対応し

ているのか示せ。あわせて今後の方向性について認識を

示せ 

 

２  議  員   成  田  眞  一 

 ⑴  国際交流について 

①  東京オリンピック・パラリンピック種目練習場の誘致 

   ・  国においては、スポーツの振興その他のスポーツに関

する施策の総合的な推進を図ることを任務とするスポー

ツ庁が、文部科学省の外局として 2015 年 10 月１日から設

置されることが決定された。本市においても、オリンピ

ック・パラリンピックのトレーニング会場誘致を進める

ためのプロジェクトチームを設置するとともに、「東京

2020 事前キャンプ候補地ガイド」掲載 に応募し、オリン

ピック・パラリンピックのトレーニング会場を誘致する

考えはあるのか認識を示せ 

 ⑵  農業政策について 

①  農業経営維持対策 
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   ・  本市においても、米価下落に対する独自の支援策を講

じるべきと考えるが認識を示せ。また、消費量の減少の

歯止めがきかず過剰在庫の処理が滞れば、平成 27年産米

についても、やはり大幅な価格下落がない とは言えない。

現段階で、新たな対策を講じる準備が必要と考えるが 認

識を示せ 

 ⑶  合併時計画の進捗状況について 

①  北会津地区東部幹線 

   ・  会津西病院に通院する人々の利便性の確保、農産物直

売所の誘客増、真宮工業団地の通勤の緩和を図るために 、

東部幹線の着工が急がれると考えるが 認識を示せ 

 

３  議  員   清  川  雅  史 

 ⑴  まちなか活性化について 

①  地域経済の現状と対策 

   ・  東日本大震災以降、本市における地域経済は、風評被

害の影響もあり、厳しい状況にあると考える。また、急

激な円安による影響は輸出を中心としている企業にはプ

ラスに作用しているが、輸出をしていない中小、零細企

業には大きな打撃となっている。これまで本市独自の地

域経済活性化となる政策的な取 り組みも行われており、

特に本年はふくしまデスティネーションキャンペーンが

４月から６月まで開催されており、観光誘客による地域

経済への効果も期待するところであるが、本市の地域経

済の現状についてどのように分析し認識しているか示せ 

   ・  市内の企業、事業所の支援となる地域経済の振興策と

して、市場競争力の増強支援、新規分野への進出助成な

どの本市独自の地域経済活性化となる政策的な取り組み

も行われているが、地域経済活性化となるさらなる政策

的な取り組みが必要と考えるが見解を示せ 

②  中心市街地活性化 

   ・  中心市街地活性化基本計画において位置づけている神

明通り商店街をはじめ野口英世青春通り、大町通り、七

日町通り、中央通りを中心とした、これらの通りにつな

がっていく会津ふれあい通りや本町通り等を対象にまち

なか賑わいづくりプロジェクトが 進められてきたが、こ

れまでの各事業の進捗状況及びその効果と評価について

示せ 
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   ・  まちなか賑わいづくりプロジェクトによる中心市街 地

における経済効果について、どのように分析しているの

か示せ。また、今後の経済波及効果についてはどのよう

な想定をしているのか示せ 

   ・  まちなか賑わいづくりプロジェクトを進めていく中で

の課題を示せ。また、その対策についてはどのような検

討が行われているのか示せ 

   ・  まちなか賑わいづくりプロジェクトにおいては 、まる

ごとマーケット・オリジナルストーリー・ほっとステー

ジ・がっちりスクラム・なんでもメディア・情熱エナジ

ーの６つの柱となる事業が示されているが、今後どのよ

うな組織体制で推進していくのか見解を示せ 

  ③  中心市街地の環境の整備 

   ・  第６次長期総合計画における基本施策、中心市街地の

環境の整備と地域個性を創出するに基づき各種事業が行

われているが、これまでの成果と評価を示せ 

  ④  各施策との連携 

   ・  ＪＲ会津若松駅周辺は、公共交通機関が発着する交通

の拠点であり、中心市街地活性化基本計画に位置づけら

れている商店街、特に大町通り商店街、中央通り商店街

との総合的な商業空間の整備が必要と考えるが、会津若

松駅前再開発事業の進捗状況と今後の方針について見解

を示せ 

 ⑵  安全安心なまちづくりについて 

  ①  町内会への各種補助制度の実績と効果 

   ・  現在、市から各町内会を対象とした補助金等は、直接

補助、間接補助、貸与・現物支給等を含めると二十数種

あるが、そのうち市民生活や町内会活動に直接関係の深

い防犯灯設置補助金、ごみステーショ ン美化事業補助金、

集会所整備事業補助金の平成 26年度の申請件数及び補助

の実績と評価について示せ 

   ・  また、それぞれ補助の効果についての認識を示せ 

   ・  当該年度での補助が無理な場合の翌年の補助申請の取

り扱いについては、どのようになっているのか示せ 

  ②  市民要望への対応と庁内の体制づくり 

   ・  各補助制度での申請については、各町内会からの要望

をどう捉え対応していくのか。また、各町内会で補助金

の申請を計画的に行っていくための全庁的に対応できる
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相談機能が必要と考えるが見解を示せ 

 ⑶  市民協働推進について 

①  市民協働推進の現状と課題 

   ・  本市では、市民と行政との協働をより一層推進するた

め、その基本的な考え方や方向性を示す会津若松市市民

協働推進指針を平成 26年４月に策定した。市民及び市民

活動団体、企業等からの市民協働に関する相談、問い合

わせの対応はどのように行ってきたのか。また、協働を

推進するための庁内各部局との連携の現状を示せ 

   ・  市民との協働を推進することで、市民みずか らが行う

柔軟な取り組みと行政の基本的な市民サー ビスがお互い

に手を取り合い、まちづくりを進めることで多種多様な

公共的なサービスの提供が図られると考えるが、市民と

の協働を推進していくための課題は何か。また、その対

策についてはどのような検討が行われているのか示せ 

  ②  市民活動支援の現状と課題 

   ・  平成 26年４月１日より、会津若松市内にのみ事務所を

置く特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）に関する認証等

の事務については、会津若松市で実施することになった

が、特定非営利活動法人の設立や運営に関する相談、問

い合わせの実績と主な内容を示せ 

   ・  また、これまでの法人申請の件数と認証の実績とその

評価を示せ 

  ③  今後の市民活動支援のあり方 

   ・  今後多様化していくと考えられる市民活動及び市民活

動団体等に対して、本市としてどのように対応していく

のか見解を示せ 

 

４  議  員   松  崎   新 

 ⑴  公共施設のマネジメントについて 

①  公共施設マネジメント基本方針 

   ・  公共施設マネジメント基本方針では、施設機能・施設

総量の最適化と既存施設の有効活用に取り組むこととし

ている。本市で予定されている建設計画の中に、行仁小

学校がある。私は、新たな行仁小学校建設に当 たり、公

共施設マネジメント基本方針で具体的な取り組みとして

示している「まちづくりの方向性との整合」「民間活力

の導入や住民参加と協働」「遊休施設とその課題の検証 
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」を行い、複合施設建設も含め進めるべきと考えるが認

識を示せ 

   ・  公共施設マネジメントの具体的な取り組みとして、施

設情報の共有と効率的で安心な施設管理を行うとしてい

る。そのため所管各課が組織ごとに分散管理している建

築物・費用・利用状況などの情報を一元化し、専任部署

による一元管理と、財政・営繕・施設所管部門による全

庁横断的な共同利用を進めるとしている。こ れまで行っ

てきた縦割り組織を新たに一元管理化で行 うことは可能

であるのかその理由を示せ。また、なぜそのような組織

が必要であるのか認識を示せ 

   ・  維持管理費やエネルギー消費の削減のために、省エネ

ルギー対策としてＥＳＣＯ（エスコ）事業やインハウス

エスコ事業の検討を進めるとしている。この事業を進め

ることでどのような効果があるのか示せ。また、この事

業を進めるためには、地元業者の育成が必要だと考える。

私はエスコ事業により、本市の産業振興につなげること

ができるのではないかと考えるが 認識を示せ 

②  公共施設長寿命化 

   ・  公営住宅等長寿命化計画が策定され、計画の目的に沿

った実施方針どおりに進んでいるのか認識を示せ。また、

その効果と課題を示せ。さらに、その効果と課題を建設

部が進めるほかの長寿命化計画にどのように反映しよう

としているのか考えを示せ 

   ・  社会基盤系公共施設には、道路・橋・上下水道・浄水

場・下水処理場・公園などがあり、種別ごとに長寿命化

計画を策定し、その後各施設のマネジメントを行うこと

になる。公園施設長寿命化計画が本年 ５月に公表された

が、この目的と概要を示せ。この計画策定に当たり、本

市が進めている「市民との協働」をどのように具体化し

たのか示せ。また、長寿命化対策の実施効果について示

せ 

 

５  議  員   古  川  雄  一 

 ⑴  まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

  ①  福島データバレー構想の具体的計画 

   ・  本市が実施主体となる福島データバレー構想とはどう

いうものか示せ 
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   ・  データバレー構想が実現することにより本市の経済や

市民生活にはどのような影響があるのか示せ 

   ・  国に認定された「地域再生計画」との関連と違いにつ

いて示せ 

   ・  データバレー構想は東京オリンピック・パラリンピッ

クまでに間に合わせるとのことだが、その可能性につい

て示せ 

   ・  この構想を中核として「国家戦略特区」に名乗りを上

げているが、進捗状況、可能性を示せ 

   ・  「国家戦略特区」に指定された場合、どのような利点

があるのか示せ 

②  先端ＩＣＴラボの活用 

   ・  会津大学では先端ＩＣＴラボの建設が進んでいる。先

端ＩＣＴラボは産業創出を担うＩＣＴ人材の育成拠点と

位置づけられているが、本市のまち・ひと・しごと創生

総合戦略との関連と市民生活にどのように結びつくのか

示せ 

  ③  地方版総合戦略 

   ・  まち・ひと・しごと創生総合戦略としての５つの柱が

示されたが、それぞれの具体的な事業と本市 の人口ビジ

ョンやまちづくりと経済効果及び市民生活への影響を示

せ 

 ⑵  ＨＥＭＳの実証実験について 

  ①  実証実験の効果 

   ・  ＨＥＭＳ (Home Energy Management System) の実証実験が行

われているが、現在までの取り組み状況とその効果を示

せ 

②  今後の取り組み 

   ・  ＨＥＭＳの世帯数をふやすことも必要だが、将来的に

は商業施設の管理システムであるＢＥＭＳ（ Building 

Energy Management System) による実証実験や地域内の再生

可能エネルギーを活用した地域エネルギー管理システム

であるＣＥＭＳ (Community Energy Management System) 実証実

験も必要と考えるが認識を示せ 

 ⑶  空き家対策について 

  ①  空き家の実態  

   ・  本市の空き家の実態を示せ 

②  今後の対策 
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   ・  空家等対策の推進に関する特別措置法が全面施行され

た。今後本市における空き家対策を示せ 

  ③  空き家条例の制定 

   ・  空き家条例の制定の必要性について示せ。また、制定

する場合の時期とその内容を示せ 

 

６  議  員   大  竹  俊  哉 

 ⑴  人口減少について 

  ①  要因分析と対策 

   ・  本市における人口減少の要因のうち、少子化及び社会

減の原因については、どのように分析しているのか認識

を示せ 

   ・  人口減少対策として講じてきた施策について、それぞ

れの総括を示せ  

  ②  まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

   ・  策定の経過と目的について示せ 

   ・  施策体系のどこに位置づけされるものなのか示せ 

   ・  介護保険事業計画や国民健康保険計画、公共施設の整

備計画等ありとあらゆる計画は、 このビジョンと連動し

た計画とならなければ整合性が取れないと考える。人口

と連動するあらゆる計画を見直す必要はないのか見解を

示せ 

   ・  2010 年から 2012 年の平均で、 1.597 の合計特殊出生率

を 2020 年に 1.8 、 2030 年には 2.0 と想定しているが、こ

の数値は非常に高いハードルと考える。この目標をクリ

アするための方策を示せ 

   ・  合計特殊出生率が目標をクリアしたとしても、 若い女

性が減ってしまったのでは、人口 10万人程度の維持は難

しいものと考える。若い女性が本市で働き、生活しやす

い社会環境を整えていくべきと考えるが認識を示せ 

   ・  仮に 10万人を維持できたとしても、経済活力やコミュ

ニティー維持等、市民生活を持続させていくためには、

年齢構成も重要な視点と考える。年齢構成のシミュ レー

ションが必要と考えるが見解を示せ 

 ⑵  教育行政について 

①  学校給食の現状と課題  

   ・  和食、郷土食を推進する取り組みについては評価する

が、和食、郷土食時のメニューに牛乳がつくのは味のバ
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ランスや和食、郷土食を理解する上で正しいメニューと

は言いがたい。学校給食法施行規則第１条第２項では、

完全給食とは、給食内容がパンまたは米飯等の主食、お

かず、ミルクとなっていることから、何の疑いもなく真

面目に牛乳をつけてきたのであろうが、味覚発達や和食、

郷土食理解を推進する上においては、牛乳をつけなくて

もよい日があってしかるべきと考えるが見解を示せ 

   ・  価格の比較を行い、調達可能な食材に関しては、市内

の生産者や仕入れ業者等を積極的に使って物やサービス

の地産地消を推進すべきと考えるが見解を示せ 

   ・  福島県学校給食会経由で調達している食材のうち、加

工品においては原料が輸入品、加工地が他県である場合

が多い。原料は国内産かつ加工地が本県である食材を積

極的に推奨すべきと考えるが見解を示せ 

   ・  食中毒対策として、生野菜を使ったメニューは提供し

ないこととなった。食品成分表に記載されてある数値は

基本的に生のままで計測してあると思うが、調 理方法に

よって変動する栄養価数値はどのように加味されている

のか示せ 

  ②  携帯電話・スマートフォン等への対策  

   ・  あいづっこ「携帯・スマホ等の使い方」「携帯・スマ

ホ等の使わせ方」宣言の経緯を示し、どのように広めて

いく考えなのかを示せ 

   ・  企業が学生に求める資質においては、コミュニケーシ

ョン能力が上位に入っている。携帯電話・スマートフォ

ン依存症の学生はコミュニケーション能力が低くなると

言われているが、依存症により低下したコミュニケーシ

ョン能力を取り戻す支援が必要と考えるが見解を示せ 

③  一時余裕教室の現状と利活用 

   ・  平成 26年度における小中学校の普通教室整備数 554 教

室のうち、実教室数は 396 教室であり、 158 教室が実際

の授業には使用されておらず、そのうち 91教室は特別教

室などほかの用途に転用されている。いわゆる一時余裕

教室は 52教室となっており増加傾向にあるものと認識す

る。平成 26年度における小中学生数は 10,209 人であるが、

７年後の平成 33年には 9,023 人と推計されており、 12％

もの減少が見込まれている。今後一時余裕教 室はますま

すふえるものと考えるが、どのように活用していこうと
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考えているのか示せ 

   ・  特別教室などほかの用途に転用されている教室はどの

ように利活用されているのか実態を示せ 

   ・  一時余裕教室を地域の人々に開放し、地域コミュニテ

ィー醸成の場としたり、生涯学習機能を持たせる取り組

みをしている自治体もふえてきた。本市も地域住民に開

放するなど、利活用の推進を図るべきと 考えるが見解を

示せ 

  ④  学校の適正規模と統廃合、小中一貫 教育 

   ・  本年１月に公表された公立小学校・中学校の適正規模 

・適正配置等に関する手引きに対する見解を示せ 

   ・  児童生徒数が減ってしまった弊害の一つに配置教 員の

縮小が挙げられる。教員が減ったことにより、部活 動の

種類は限られ、教科のかけ持ち、教頭先生や校長先生に

よる授業などがふえてきた。何より問題なのは、業務は

ふえるばかりなのに対し教員は減り続ける一方で一人当

たりの負担が増加し、学校の隅々まで目が届かず、子供

と向き合う時間が減ることである。加配にも限界がある

ことから学校の統廃合に関しては前向きな議論を始める

べきと考えるが見解を示せ 

   ・  小中連携教育から小中一貫教育へと文部科学省では検

討を始めているようであるが、切れ目のない教育という

観点から一貫教育については有意義な取り組みである。 

    小中一貫教育と学校の統廃合は関連が深いことが考えら

れる。国の議論を踏まえ、統廃合に視点を 置いた一貫教

育の推進を図るべきと考えるが認識を示せ 

 

７  議  員   土  屋   隆 

 ⑴  核兵器廃絶平和都市宣言の具現化について 

  ①  中学生の派遣 

   ・  広島市への中学生派遣の経緯と成果を示せ 

   ・  広島市における被爆継承の取り組みを学ぶ機会をふや

すべきと思うが見解を示せ 

   ・  長崎市・糸満市への中学生派遣の可能性について示せ 

  ②  核兵器廃絶会津若松市民大会の開催 

   ・  市民大会開催への市民の機運の醸成に努めるべきと思

うが、これまでどのような努力を重ねてきたのか示せ 

   ・  今後開催に向けてどのような方向性で進むのか見解を
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示せ 

 

８  議  員   目  黒  章三郎 

⑴ 景観の保全と中心市街地のにぎわいについて 

①  若松城への眺望を守る景観条例の改正 

   ・  若松城への眺望だが、白虎隊士中二番隊が自刃した飯

盛山からのもの、東山町の天寧寺の新選組副長土方歳三

が松平容保公に許しを得て建立したと伝えられている局

長・近藤勇の墓付近からのもの、さら に西軍が陣取りお

城に砲撃を仕掛けた小田山からのものなどが往時をしの

ばせる歴史的名所で、市民はもとより万民共通の後世に

残すべき遺産としての景観と言えるのではないかと考え

る。これらいずれの場所からも若松城天守閣への直線上

に主要地方道会津若松・裏磐梯線、通称千石バイパスな

どが交差している。現在の都市計画による用途図による

とこれらの通り沿いが近隣商業地域となっているため、

敷地面積によっては高層の建築が可能 であり、若松城天

守閣を望むのにそれを遮断する恐れがある。 昨年 12月定

例会の答弁では、大規模行為の届け出に基づく市側から

の助言・指導など会津若松らしい良好な景観形成に取り

組んできたが、現条例ではその指導範囲などに課題があ

り、景観法を根拠とした景観条例の改正が必要で改正を

検討する、とのことであった。このことに対する現在の

取り組み状況を示せ 

②  歴史的風致維持向上計画の策定 

   ・  地域固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動と、歴

史的価値の高い建造物及びその周辺の市街地とが一体と

なって形成された良好なまちづくりというものを本市は

もっと腰を据えて推進すべきと考え、昨年 12月定例会で

質問した。地域における歴史的風致の維持及び向上に関

する法律、いわゆる「歴史まちづくり法」だが、福島県

内では白河市が平成 23年２月に国の認定となっており、

本年２月には県北地域の国見町が県内２番目の認定とな

った。 12月定例会では、本市においても「歴史的風致維

持向上計画」策定について検討していくとの答弁だった

が、その後の進捗を示せ 
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９  議  員   斎  藤  基  雄 

⑴ 小規模修繕契約と小額工事について 

  ①  官公需法についての認識と本市の対応 

   ・  昭和 41年に官公需についての中小企業者の受注の確保

に関する法律（官公需法）が制定されて 50年近くになる

が、法の目的についての認識と、本市が法の目的に沿っ

てどのような対応や取り組みを行ってきたのかを示せ 

   ・  昨年６月、全国官公需適格組合協議会が、住民目線に

立ち地域貢献に努めるとする「京都宣言」を出した背景

について市の認識を示せ 

②  両制度の内容とこれまでの実績 

   ・  小規模修繕契約希望者の登録に関する要領（以下「 小

規模修繕契約」という 。） の要諦と本要領を定めた理由、

また制度開始の初年度と直近の年度における発注実績、

さらには修繕発注の件数や金額（市の決算額）の近年の

傾向、加えて本制度に基づく事業の地域経済に対する効

果への認識を示せ 

   ・  小額工事事務処理要領（以下「 小額工事」という 。）

の要諦と本要領を定めた理由と直近の年度における発注

実績、さらには工事発注の件数や金額（市の決算額）の

近年の傾向、加えて本制度に基づく事業の地域経済に対

する効果への認識を示せ 

③  両制度を並立させる効果 

   ・  本市のように、小額工事と小規模修繕契約を併用して

いる自治体は存在するのか認識を示せ 

   ・  両制度を並立させる効果と必要性への認識を示せ 

   ・  小額工事を廃して小規模修繕契約１本に統一すること

の検討をしたことがあるか、これまでの経過を示せ 

  ④  両制度を地域経済活性化に活用するための課題 

   ・  両制度に基づく工事や修繕の発注をふやすことは、地

域内再投資力を高め地域経済活性化に大いに資すると考

えるが認識を示せ 

   ・  両制度の上限金額を引き上げるなど、制度の拡充を図

るべきと考えるが認識を示せ 

   ・  小規模修繕契約の事業者登録要件には、市税等の滞納

がないことが要件となっているが、滞納のある事業者で

も市の事業を受注することによって仕事への意欲が高ま

り、経営状況が改善に向かうことが期待される。滞納要
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件を外すことを検討すべきと考えるが認識を示せ 

 ⑵  国民健康保険制度について 

  ①  保険財政共同安定化事業と国民健康保険の都道府県単位

化 

   ・  保険財政共同安定化事業（以下「 共同事業」という。 

）による拠出金と交付金について決算の確定している直

近の５年間の推移を示せ 

   ・  今年度から全ての医療費が共同事業の対象となったこ

とにより、本市の拠出金と交付金にはどのように影響す

ると考えられるのか、これまでの推移をもとにした試算

額を示せ。また、共同事業は自治体同士の助け合いであ

り、平準化の名のもとで、これまで一般会計から繰り入

れをして国民健康保険税を低く抑えていたのが引き上げ

につながったり、診療抑制が強められたりという事態を

生じさせる懸念はないのか認識を示せ 

   ・  全ての医療費を対象とした共同事業は、平成 27年度に

始まり、平成 30年度以降は国民健康保険を都道府県単位

化するとされている。この間、国民健康保険の都道府県

単位化に向けて市町村担当者への説明会等が行われてい

ると聞いているが、説明会等の内容について概要を示せ 

   ・  国民健康保険の都道府県単位化のメリットとデメリッ

トへの認識を示せ 

  ②  国民健康保険財政と滞納等の状況 

   ・  国民健康保険加入者の現状について、本市全世帯 に占

める割合、所得階層別の構成割合と１世帯平均の所得額、

職業別の構成割合について示せ 

   ・  国民健康保険特別会計への法定外繰入額について、決

算の確定した直近５年間の推移を示せ 

   ・  国民健康保険税の滞納件数と金額を直近年度の数値で

示すとともに、加入者が滞納せざるを得ない事由への認

識と滞納解消に向けた取り組みについて示せ 

   ・  滞納に伴う資格証明書と短期被保険者証の発行件数を

直近年度の数字で示すとともに、発行数の推移と変化の

理由への認識を示せ 

   ・  国民健康保険税の不納欠損の件数と金額を直近年度の

数値で示すとともに、その主な事由への認識を示せ 

③  申請減免の拡充への認識 

   ・  会津若松市国民健康保険税条例第 19条において申請減
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免が規定されているが、市長が減免を認める場合の事由

と基準を示せ 

   ・  直近５年間における申請減免の申 請件数と承認件数及

び申請事由への認識を示せ 

   ・  滞納者の多くは、国民健康保険税を払いたくても払え

ない経済状況にある。申請減免においては生活保護費を

基準とした減免基準を設置することが、市民の受診機会

を保障し命と健康を守るために必要と考えるが認識を示

せ 

 

10  議  員   坂  内  和  彦 

 ⑴  会津創生について 

  ①  会津創生の意味 

   ・  どのような思いで「会津創生」という言葉を使い始め

たのか示せ 

   ・  究極の会津創生は会津が一つになることと考えるが見

解を示せ 

  ②  会津若松市の役割 

   ・  会津創生を進めていく上で本市の役割をどのように認

識しているか示せ 

   ・  会津全体としての行政の広域化の推進と本市 にあって

は自治体内分権の仕組みの確立を同時に進めることが、

本市の当面の役割と考えるが見解を示せ 

③  （仮称）会津創生推進機関の設置 

   ・  専門的知見（シンクタンク機能）を有した全会津的な

（仮称）会津創生推進機関の設置を提案していくべきと

考えるが見解を示せ 

 

11  議  員   鈴  木   陽 

 ⑴  市長の市政運営と新聞報道について 

  ①  日刊工業新聞記事 

   ・  日刊工業新聞４月９日付け記事の内容は、市長の実績

的なものか、それとも公約的なものか見解を示せ 

   ・  記事に示されている福島データバレー構想は、「アナ

リティクス産業の集積による地域活力再生計画」とどの

ように結びつくのか示せ 

   ・  記事中の関係者のコメントは市長のものではないが、

記事の内容には責任を持つことになると考えるが認識を
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示せ 

  ②  福島民報５月 17日付け記事 

   ・  福島民報５月 17日付け記事では、地方版総合戦略や地

域再生計画についてＩＴ関連企業 15社の誘致が報道され

ている。市長のコメントがないが、市長が責任を持つ内

容なのか認識を示せ 

  ③  市長の市政の現状認識 

   ・  ５月 28日、日本たばこ産業株式会社会津営業所跡地利

用の報道があったが、「アナリティクス産業の集積によ

る地域活力再生計画」とどのように結びつくのか認識を

示せ 

   ・  地方版総合戦略や地域再生計画が、今後策定される第

７次長期総合計画の中心的事業となると考えるが認識を

示せ 

   ・  議会との関係で、情報の提供が一方的ではないか。全

国の自治体に先行しなければならないと考えるとしても、

市民との協力協働のまちづくり、全員参加のまちづくり

からすれば、行政が専行していると、とられかねないと

考えるが認識を示せ。また、議会には 議員全員協議会で

説明すべきと考えるが認識を示せ 

⑵ 産業振興条例について 

①  産業振興にかかわる条例と産業振興条例の認識 

   ・  本市には、既に産業振興にかかわる多数の条例がある。

まず、その条例を真に活用し、産業振興を図るべきと考

えるが認識を示せ。また、既存の条例の検討の結果でし

か、産業振興条例等の新たな条例の必要性は明確になら

ないと考えるが認識を示せ 

   ・  産業振興条例については、観光商工部と農政部に係る

課題であると考える。何よりも両部の調整が あって検討

できるものと考えるが認識を示せ。現状は、まだ調整も

済んでいないと考えるが認識を示せ 

   ・  現在第７次長期総合計画の策定 中であり、その検討結

果を待つべきと考えるが認識を示せ 

 ⑶  農林水産業の振興について 

  ①  林業と水産業の振興 

   ・  農林業の振興というが、水産業の振興も重要な課題と

考えるが認識を示せ 

   ・  水産業の振興については、アユ漁の振興を図るべきと
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考えるが、観光資源としてやな場の復活を図るべきと考

えるが認識を示せ。また、カワウ被害の対策が不足して

いると考えるが見解を示せ 

   ・  湯川村では、ＣＬＴ工法の実証実験が進んでいる。林

業振興の有効な手段となると考えるが認識を示せ 

 ⑷  第３次定員管理計画について 

①  第２次定員管理計画の総括と課題 

   ・  計画目標の約６割の削減にとどまっている原因は何か。

結果として、現業部門の退職不補充による削減となり、

当該部門にしわ寄せされているのではないか認識を示せ 

   ・  業務量の増加、市民ニーズの高度化・多様化・複雑化

等が示されているが、当然、そのような状況を前提とし

定員削減を計画しているのではないか認識を示せ 

②  定員管理の基本的な考え方 

   ・  ４点の具体策が示されているが、アウトソーシングと

事務効率化、組織機構の見直しによる組織簡素化と効率

化、職員の育成、任用形態等の弾力性と多様化は、第２

次計画では行わなかったのか認識を示せ 

   ・  対象職員を正規職員と再任用職員にフルタイム勤務の

任期付き職員を加えたのはなぜか、認識を示せ 

 ⑸  公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する

法律（以下「改正品確法」という 。） と入札制度について 

  ①  改正品確法の目的への認識 

   ・  改正品確法の主な目的は、公共工事におけるダンピン

グの防止と品質の確保による業者の育成、技術者の育成

にあると考える。本市は、入札制度について改善を進め

てきたが、入札制度改正後、建設業者や建設団体の 育成、

技術者の育成の現状は、どのように改善されたか認識を

示せ 

   ・  公共事業のダンピング防止を踏まえたとき、予定価格

の事前公表は、結果として最低制限価格の強要になるお

それはないか見解を示せ 

   ・  県は、事前公表から事後公表に移行した経緯にある。

国等の指導等によると考えるが、本市としてどのように

把握し認識しているか示せ 

 

12  議  員   樋  川   誠 

⑴ 防災関連について 
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①  学校ＡＥＤの設置場所と設置方法 

   ・  ＡＥＤの今後の課題としてＡＥＤの設置場所と設置方

法が挙げられる。学校施設の広い場所では複数の設置が

望ましいが、数が限られるなら校庭やプール、体育館の

近くなど、効果的な場所に置く 必要がある。本市の設置

場所の現状はどのようになっているのか 示せ 

   ・  ＡＥＤの設置場所と設置方法で、小中学校の学校体育

施設開放事業において、各種団体のスポーツクラブやス

ポーツ少年団等が活動しているが、体育館や校庭を使用

中にＡＥＤが必要になった場合、各学校ではＡＥＤがど

こにあるのか、すぐわかるような表示方法になっている

のか示せ 

   ・  ＡＥＤの設置台数が広がった現在、その日常点検作業

が問われている。身近なＡＥＤを点検する際に、消耗品

のパッドやバッテリーは有効期限で交換する必要がある。

また、本体の耐用年数も６年から８年での更新が推奨さ

れている。本市の学校ＡＥＤに対する日常点検の現状を

示せ 

 ⑵  公衆浴場について 

  ①  市内の公衆浴場運営 

   ・  公衆浴場に対するアンケート調査を実施したが、そこ

から見えてくる現状と課題は何か見解を示せ 

   ・  本市の公衆浴場は市営団地運営には欠か せないもので

あるが、市営団地の建てかえが今後劇的に進むことはな

く、今後の公衆浴場の維持に向け、市として本格的な支

援をすべきと考えるが見解を示せ 

 ⑶  地域コミュニティーについて 

①  被災者から一般住民への移行問題と地域づくり 

   ・  災害公営住宅は市内１カ所が完成し２カ所目が間もな

く完成する。地域でのコミュニティー形成のあり方が問

われている。仮設住宅の入居時と同様、抽選によって入

居が決まった人々は、多くが初対面であり、ゼロからコ

ミュニティーづくりをしなければならない。しかし、高

齢者率は高くコミュニティーづくりの中心となれる担い

手は不足し、団地での生活で近所づき合 いの機会はつく

りにくく、新たなコミュニティ ーづくりは容易ではない

と予想される。そこで、地元町内会との連携が必要であ

るが、今後どのように市はかかわっていくのか見解を示
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せ 

 

13  議  員   横  山   淳 

⑴ 鶴ケ城周辺のまちづくりについて 

①  鶴ケ城公園多目的広場（旧陸上競技場） 

   ・  平成 22年８月策定の鶴ケ城周辺公共施設利活用構想で

は、旧陸上競技場は、市民の憩いの場として、緑、潤い

のある多目的緑地公園として整備し活用する方針であっ

たが、そのための整備として、 平成 25年 12 月の建設委員

会協議会において示された休憩施設としてのあずまや、

ベンチ、水飲み場の設置、緑化等はどのように進んでい

るのか見解を示せ 

   ・  当初この構想においては、旧陸上競技場は、駐車場と

しての利活用は想定されていなかった。建設委員会協議

会では、駐車場としての利用は、観桜時期等の観光繁忙

期に限り許可すると示されたが、現状では観光繁忙期以

外に市や学校や各種イベント等の開催の際にも駐車場と

して利用されている。一方で本来の緑地公園としての利

用はほとんどされておらず、周辺の住民でさえどう利用

してよいか分からないという声もある。有効活用に向け

ての今後の利活用方針と市民への周知について見解を示

せ 

   ・  構想によると栄町第二庁舎は、将来を担う子供たちの

遊び場等を併設した子供たちや子育て世代の方々のため

の施設として利活用を図るとさ れているが、いまだに見

通しが見えない。こうした状況の中では、鶴ケ 城公園多

目的広場に屋内遊び場を設置し、子供たちや若者が集え

る場所として利活用すべきと考えるが見解を示せ 

   ・  今春の観桜時期には、鶴ケ城公園多目的広場を無料駐

車場として開放していたが、隣接する旧サブトラック跡

の東口駐車場は有料であったため、駐車場利用者に混乱

が生じ、また車の誘導等では相当な苦労もあったと思わ

れるが今後の観光繁忙時期の対応について見解を示せ 

②  旧県立会津総合病院敷地 

   ・  平成 27年２月 23日付けで、福島県病院事業管理者から、

市長宛てに照会のあった旧県立会津総合病院敷地の利用

計画について、市は、３月 26日付けで県営武道館の建設

用地を含め公的な利活用について検討してほしいと回答
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したが、この回答に至る経過と根拠を示せ 

③  日本たばこ産業株式会社会津営業所（以下「 ＪＴ会津営

業所」という 。） 跡地 

   ・  ＪＴ会津営業所は平成 27年３月末をもって廃止となっ

た。ＪＴ本社では施設を解体、撤去し、土地の売却処分

を進める意向であり、これに対して市では、建物活用の

有無を含め、基本的な考え方について、本年９月末まで

回答することになっていた。５月 26日に総務、産業経済

の両委員会協議会が開かれ、市は当該跡地を利活用し、

ＩＣＴ関連企業集積のためのオフィス環境整備事業用地

の候補地としてＪＴと協議中であると報告した。この事

業の計画概要、スケジュールを含め事業効果を示せ。ま

たこの事業と中心市街地活性化基本計画及び景観条例と

の関連について見解を示せ 

④  鶴ケ城周辺公共施設利活用構想及び第７次長期総合計画 

   ・  先の議会で同僚議員の質問に対して、鶴ケ城周辺公共

施設利活用構想は、利用方針に沿ってそれぞれ進んでい

るとの答弁であったが、旧陸上競技場は、駐車場利用に

よる新たな問題が生じていると思われる。旧県立会津総

合病院敷地の今後の利活用は、鶴ケ城周辺のまちづくり

に大きな影響を与えると考える。またＪＴ会津営業所跡

地は、市本庁舎に近く、大手門通りに面していることか

ら、その立地条件からも大きな意味を持っていると思う。

今後の旧陸上競技場のあり方、旧県立会津総合病院敷地、

ＪＴ会津営業所跡地について、鶴ケ城周辺公共施設利活

用構想への影響や、第７次長期総合計画への位置づけに

ついての見解を示せ 

 ⑵  これからの本市教育のひとつの方向性について 

①  特別支援教育の方向性 

   ・  少子化が進む中、特別支援学級の子供はなぜ増加して

いるのか。通常学級ではなぜ支援教育ができないのか見

解を示せ 

   ・  現在、本市公立小中学校の特別支援教育は、小中学校

が連携し、学区内で支援を受けることができるように学

級設置が進められてきている。このことは今後、学区内、

学校内におけるインクルーシブ教育へのあり方を考える

上で大きな方向性を示していると思っているが、本市特

別支援教育の次のステージはどうあるべきと考えている
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のか見解を示せ 

   ・  現在、特別支援教育を担当する人材が十分でなく、専

門免許所有者でなくても担任を持つことが認められてい

る。しかし経験不足、指導力不足から担当した子供たち

の指導支援が十分でない状況が生じていると聞いている。

今後増加する特別支援のニーズに対応できる教員の人材

育成をどのように進めていくのか見解を示せ 

②  小中一貫の（仮称）義務教育学校制度の本市教育におけ

る方向性 

   ・  2016 年度から自治体の判断で小中学校の９年 間を一体

的なカリキュラムで学ぶ新たな義務教育学校を 設置でき

るようになる。この義務教育学校制度についての教育委

員会の認識を示せ 

   ・  小中連携の取り組みと小中一貫教育 の関連について本

市教育においてはどのような方向性が考えられるのか見

解を示せ 

 

14  議  員   本  田  礼  子 

 ⑴  農業政策について 

  ①  ほ場整備のあり方 

   ・  ほ場整備の意義を市はどのように認識しているか示せ 

   ・  ほ場整備の現状と今後のあり方について示せ 

   ・  未整備地区の現状と、未整備による懸念事項をどのよ

うに捉えているか認識を示せ 

   ・  未整備地区については、市が積極的にかかわっていく

べきだと考えるが認識を示せ 

 ⑵  教育政策について 

  ①  環境を生かした教育の推進 

   ・  本市の教育環境は、首都圏に所在する他市等に比べ、

自然環境、文化的、歴史的環境にすぐれている。これら

を積極的に生かした実地教育をどのように行っているか

示せ 

 ⑶  産業政策について 

  ①  企業誘致の推進 

   ・  企業誘致の現状と見通し、今後のあり方について見解

を示せ 

   ・  誘致企業の業種についてどのような方針を持つのか、

またそれはなぜか示せ 
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   ・  市が進めているアナリティクス産業集積について、そ

の産業の内容を具体的に示せ。また、地域に対する経済

効果をどのように見込んでいるか示せ 

 

15  議  員   佐  野  和  枝 

 ⑴  介護事業について 

①  介護分野での人材育成 

   ・  介護関係で働く人材の不足によって、介護の過重労働

や施設において受け入れができない現状があると聞き及

んでいるが、介護分野での施設等の人材の不足について

の課題認識を示せ 

   ・  介護職員の不足は、介護を受ける市民にとっても不 利

益が起きることが考えられる。介護を必要としている人

を守るためには、介護職員の人材の確保が重要と考える

が、今後の高齢化社会に向けて、ますます必要となる介

護職員の人材確保や、魅力ある介護職となるための、本

市の今後の取り組みへの考えは何か見解を示せ 

   ・  介護職の人材離れが多くなっている多くの施設の現状

では、職場定着の取り組みと介護職のイメージアップを

目指した取り組みが必要と考える。介護現場での、人材

の確保と定着による、ゆとりある介護となることは、介

護を受けている人にとっても重要なことと考える。その

ためには、国、県の制度以外にも本市独自の取り組みも

必要と考えるが見解を示せ 

②  認知症対策 

   ・  認知症の早期発見の取り組みとして、認知症の 疑いの

チェックができる自己診断チェックシートを作成し、 ひ

とりでも、また家族とともにチェックができる環境を整

備しているところであるが、認知症について早期の発見

や気づきによって医療機関への相談ができる仕組みづく

りが必要と考えるが見解を示せ 

   ・  認知症が原因と思われる、徘回 等での行方不明となっ

たケースについての対応や課題についてはどのような認

識か見解を示せ 

   ・  徘回する可能性のある高齢者の情報等の事前登録をす

る制度も必要と考えるが見解を示せ 

   ・  認知症の高齢者に、住所や氏名、連絡先などを記した

見守りグッズ（カード・シール）や、靴などに つける目
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印になるようなものを作成し配布してはどうか。声かけ

の目印にもなり、見守りができるのではないかと考える

が見解を示せ 

 ⑵  高齢者の自動車運転免許証返納による外出支援について 

①  介護予防につながる健康づくりのための外出支援 

   ・  今後、免許証返納高齢者がふえていく状況の中、移動

手段の支援策が必要である。免許 証を返納して不便と感

じない取り組みや、公共交通機関の使用についての支援

策について見解を示せ 

   ・  高齢化が進む中で、要支援・要介護状態にならない人

をふやすための介護予防の重要性が一層高まっている中、

免許証を返納された方が閉じこもらない対策も一層必要

になると考える。その対策として、例えばこの路線のバ

スを使えば、このような商店があるとか、また病院があ

るなどの情報提供をすることも有効と考える。そのため、

外出しやすい環境を提供することができる外出支援マッ

プの作成も必要と考えるが見解を示せ 

   ・  免許証返納高齢者の移動手段確保のために、公共交通

機関等に係る交通費の助成等、さらなる支援措置を検討

してはどうかと考えるが見解を示せ 

 

16  議  員   阿  部  光  正 

 ⑴  市長の政治姿勢について 

  ①  地域経済振興政策 

   ・  農業振興の到達点をどう認識しているのか。また、こ

れまでの農地集約の結果と水田対策について述べよ 

   ・  農地の集約化は何をもたらしたのか 

   ・  米づくり農政は破綻したと思うが、政策転換が必要で

はないか 

   ・  野菜、果樹、畜産振興の必要性はないか 

   ・  経営安定策、農地有効利用、農村人口増加策 としての

物価スライド型価格補償制度の必要性はないか 

  ②  企業誘致、雇用増加政策 

   ・  この４年間で何社誘致し、何人の雇用につながったの

か示せ 

   ・  この４年間で市の人口は何人減少したか示せ 

   ・  この４年間で既存企業の雇用拡大はあったのか 

   ・  室井市長の企業誘致の重点策は何か示せ 
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   ・  「スマートシティ会津若松」及び「アナリティクス産

業の集積等」の方針と総括について見解を示せ 

  ③  観光政策 

   ・  なぜ大河ドラマなどに頼った一時的な観光政策しかな

いのか 

   ・  大河ドラマ「八重の桜」が放送された平成 25年と昨年

と今年のこれまでの観光入り込み数の比較とその結果に

対する認識、今年度の対応策を示せ 

  ④  人事政策と財政政策  

   ・  職員数について、定員管理計画の進捗状況を示せ 

   ・  市債残高の削減目標を示せ 

   ・  市長の月額給与２分の１カットなど、特別職の月額給

料カットによる成果はどうなったのか示せ 

 

17  議  員   成  田  芳  雄 

 ⑴  地域再生計画について 

   ・  本市は平成 27年１月 22日、改正地域再生法に基づく地

域再生計画の認定第１号として「アナリティクス産業の

集積による地域活力再生計画」が採択された。計画期間

は、認定日から平成 31年度までの約５年間だが、目標と

事業規模を示せ 

   ・  その中で本市は、アナリティクス人材の育成やアナリ

ティクス拠点の集積、オープンデータ化等に取り組むが、

予算が伴う事業数とその額を示せ 

   ・  財源として、国からの交付金及び本市での一般財源の

必要額を示せ 

   ・  この計画による事業の効果をどのように捉えているか

認識を示せ 

   ・  人口の社会動態は、平成 31年度にプラス・マイナス・

ゼロとなる計画だったが、本年４月に公表した、まち・

ひと・しごと創生人口ビジョンにおいて、平成 42年度へ

と 11年延長した理由を示せ。また、その他の地域計画目

標は、達成されるのか認識を示せ 

  ⑵  史跡若松城内で、復元の可能性がある西出丸の西北櫓と西

南櫓、北出丸の西北櫓、帯郭の西櫓、太鼓門、御三階の６施

設復元整備について 

   ・  平成 24年２月定例会の答弁では、御三階は、天守閣再

建 50周年記念事業として平成 27年度までに整備すべく取
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り組んで来たが、現存する建物の詳細調査実施の協力を

得られず困難な状況とのことだった。その後の取り組み

状況と今後の工程を示せ 

   ・  ほかの５施設は、復元の可能性はあるものの御三階と

比べ十分な資料等は残されておらず、御三階の復元を断

念せず取り組みを継続し、５施設については、その後ど

の施設を整備するか決定したいとのことだったが、計画

決定できるような資料収集等の作業は進めているのか示

せ 

 

 


